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放送技術の高度化

年代 １９５０ １９６０ １９７０ １９８０ １９９０ ２０００ ２０１０ ２０２０

地上

衛星

ケーブル
テレビ

1953年
白黒

1960年
カラー

1982年
音声多重

1985年
文字多重

2003年
デジタル

1989年
アナログ

1994年
ハイビジョン

2000年
デジタル

ハイビジョン

2018年
４K８K

1955年
アナログ

1998年
デジタル

ハイビジョン

2015年
４K

１



２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０２０年 ２０２５年頃

４Ｋ・８Ｋの普及に向けた基本的な考え方 ～２Ｋ・４Ｋ・８Ｋの関係

 新たに高精細・高機能な放送サービスを求めない者に対しては、そうした機器の買い換えなどの負担を強いることは避ける必要がある

 高精細・高機能な放送サービスを無理なく段階的に導入することとし、その後、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴者のニーズに応じて併存することを前提し、無
理のない形で円滑な普及を図ることが適切

地デジ等 継 続

２Ｋ

現行の２Ｋ放送

１２４/１２８
度ＣＳ

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送 ４Ｋ
実用放送

４Ｋ
実用放送

４Ｋ試験放送

4K VOD実用
サービス

８Ｋに向けた実験的取組

８Ｋに向けた実験的取組

衛

星

ケーブル
テレビ

ＩＰＴＶ等

４Ｋ試験放送

4K VOD
トライアル

４Ｋ・８Ｋ
試験放送

４Ｋ
試験放送

ＢＳ
（右旋）

ＢＳ
（左旋）

１１０度ＣＳ
（左旋）

（ＢＳ17ch）

トラポンの
追加割当

４Ｋ
実用放送

４Ｋ・８Ｋ
実用放送

トラポンの
追加割当

４Ｋ
実用放送

＜目指す姿＞

・2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の
数多くの中継が４Ｋ・８Ｋ
で放送されている。

・全国各地におけるパブリッ
クビューイングにより、
2020年東京オリンピック・
パラリンピック競技大会の
感動が会場のみでなく全国
で共有されている。

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、
多くの視聴者が市販のテレ
ビで４Ｋ・８Ｋ番組を楽し
んでいる。

（ＢＳ17chを含め、

２トラポンを目指す）
＜イメージ＞

・４Ｋ及び８Ｋ実用
放送のための伝送路
として位置付けられ
たＢＳ左旋及び110度
ＣＳ左旋において多
様な実用放送実現・
右旋の受信環境と同
程度に左旋の受信環
境の整備が進捗

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、

技術進展、参入希望等を踏まえ、使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ
実用放送の割当てに必要なトランスポンダを確保する。

（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランス
ポンダにより、４Ｋ及び８Ｋ実用放送を実施する。

（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。

４Ｋ・８Ｋ

４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ
（２０１５年７月公表）
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地デジの日米欧方式の高度化

1995 2000 2005 2010 2015 2020

ISDB-T

ATSC1.0

ATSC3.0

DVB-T

DVB-T2

2003年

2017年（韓国で開始）

日

米

欧

規格化

実用化

＜日本方式＞2001年にARIBにおいて規格化（現在の地デジ方式）（日本を含め20か国で採用）

＜欧米方式＞1990年代後半に規格化され、2000年代以降規格を見直し高度化が図られたところ。
→ 規格の見直しにより高画質（４Ｋ）に対応。

現行の日本の地デジは約20年前の規格。地デジ技術の高度化が必要な状況。

地上放送の技術規格の現状

2001年

1996年 1998年

1998年
1997年

2009年

2017年

2007年
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地デジの高度化に向けたこれまでの取組

地上テレビジョン放送の
高度化技術に関する研究開発

平成28～30年度
リパック等によりチャンネルが
空けられれば、当該チャンネ
ルで４Ｋや８Ｋ放送

（１） 放送周波数帯域内で新たにチャンネルを確保して地デジの高度化を実現するための
研究開発

（２） 既存の地デジのチャンネルで地デジの高度化を実現するための研究開発

＜実施主体＞
ＮＨＫ、ソニー、パナソニック、
東京理科大学、ＮＨＫアイテック

２Ｋ

４Ｋ
/ ８Ｋ

１チャンネル6MHz幅

周波数
２Ｋ ２Ｋ ２Ｋ ２Ｋ

２Ｋ ２Ｋ ２Ｋ ２Ｋ

① セグメントを分割して、２Ｋを水平偏波、４Ｋを水平・垂直両偏波で伝送する技術
＜実施主体＞ 関西テレビ放送

② 階層分割多重（LDM）技術を用いて2Kと4Kを同一チャンネルで伝送する技術
＜実施主体＞ ＴＢＳテレビ

・・
・

・・
・

・・
・

・・
・

既存の受信機で２Ｋ受信 新たな４Ｋ／８Ｋ受信機

○ 現在の地上テレビジョン放送用周波数帯は逼迫しており、直ちに４Ｋや８Ｋ放送用の周波数を
全国的に確保することは困難。

○ 現行の地上デジタル２Ｋ放送の保護を図りながら、地上デジタル４Ｋ放送を実現するために開発
すべき技術手法を、提案公募形式で、放送事業者、受信機メーカ、送信機メーカ等から募集。
外部有識者による選定を経て、以下の２つの技術手法を平成29年度に実証。
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(1) 地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発の概要

目 標

実施期間 平成28 ～ 30年度（3カ年）

現行の地上テレビジョン放送の特長を継承しながら、伝送効率向上を可能とすることで、
地上波による４Ｋ・８Ｋ放送が可能となる技術を確立。

研究機関 日本放送協会、ソニー（株）、パナソニック（株）、東京理科大学、（株）NHKアイテック※

課題 ア 地上放送高度化技術 課題 イ 移動体向けサービス高度化技術

課題 ウ 大規模局向け送信技術の開発

• 伝送効率を高め、4K・8Kと移動体向けサービスを
1つのチャンネルで同時に提供できる伝送方式*1

及び映像符号化方式*2を開発し、装置を試作。
※１ 超多値変調、誤り訂正符号 など

※２ 雑音除去、帯域制限HEVC など

※ 4K・8Kロードマップに関するフォローアップ会合 第二次中間報告

「都市部における地上波によるパブリックビューイング向けなどの

伝送実験等を検討する」に対応するもの

課題 エ 地上放送高度化方式に対応した

SFN方式による中継技術に関する研究開発

• 通信網経由で配信された情報を複数の送信所で変
調し、同期させ、SFNの実現を図る技術を開発。

• SFN実験試験局を整備し、野外実験で伝送特性を
評価。

• 課題アで開発した伝送方式の移動受信特性を評価
し、受信改善技術を開発。

• 大規模実験試験局を整備し、課題アで開発した
方式の伝送特性を野外実験で評価。

東京地区で実施

名古屋地区で実施

※現在は（株）NHKテクノロジーズ
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© OpenStreetMap contributors© OpenStreetMap contributors

地上放送の高度化技術に関する研究開発 実験公開

電界強度60dBμV/mエリア
（使用ｃｈ：28ch）

― 親局
― 中継局アンテナ1
― 中継局アンテナ2

電界強度60dBμV/mエリア
（使用ｃｈ：35ch）

親局（1ＫＷ）
（東京タワー）

中継局（10W）
（鍋田）

「地上テレビジョン放送の高度化技術に関する研究開発」における地上波による４Ｋ・８Ｋ放送の

実現に向けた研究開発の成果について、東京地区・名古屋地区で公開の実証実験を実施。

開催日：平成31年2月20～22日（22日は一般公開） （名古屋地区：東山送信所、名古屋港ポートビル）
3月5～7日 （7日は一般公開） （東京地区：ＮＨＫ放送技術研究所）

参加者：名古屋地区・東京地区ともに、放送事業者やメーカー等、２００名以上が参加

東京地区 名古屋地区

親局（１ＫW）
（東山タワー）

会場：ＮＨＫ放送技術研究
所

会場：名古屋港ポートビル

地図はCC BY-SAライセンスによって許諾されています。
ライセンスの内容を知りたい方は
https://creativecommons.org/licenses/by-sa/2.1/jp/でご確認ください。

６

親局

中継局

（凡例）



○ 現行の地デジ方式をベースに、6MHz帯域内の13セグメントを分割し、２Ｋ用に７セグメント、
４Ｋ用の５セグメント、ワンセグ（移動体受信）用に１セグメントを割当て。

○ ４Ｋ用の５セグメントは、水平偏波だけでなく垂直偏波も活用し、MIMO技術により伝送
容量を拡大。

○ ２Ｋ映像は最新のMPEG-2圧縮技術の最適化等による画質維持を、４Ｋ映像についてはHEVC
映像符号化技術の最適化や変調多値化等により画質を確保。

既存の地デジのチャンネルで地デジの高度化を実現するための研究開発
～①セグメントを分割して、2Kを水平偏波、4Kを水平・垂直両偏波で伝送する技術～

７



・現行の２Ｋ放送波と同一チャンネルに、低レベルの４Ｋ放送波を重ねて放送。

・２Ｋ放送は、所要Ｃ／Ｎ以下に４Ｋ放送の受信レベルを抑制して従来通り受信を行う。

・４Ｋ放送は、変調多値化による伝送容量の拡大等を行いつつ、ＬＤＭ技術を用いて、
２Ｋ放送波をキャンセルし、残った４Ｋ放送波で受信を行う。

※ ＬＤＭ：Layered Division Multiplexing

既存の地デジのチャンネルで地デジの高度化を実現するための研究開発
～②階層分割多重(LDM)技術を用いて2Kと4Kを同一chで伝送する技術～

○ ２Ｋ放送は既存受信機で受信可能

○ ４Ｋ放送は４Ｋ放送用受信機で受信

８



現行2K放送に影響のないレベルで４Ｋ放送を開始。
その後、現行２Ｋ放送のパラメータを変更し、４Ｋ放送のエリア拡大を図る。
最終的には現行２Ｋ放送を終了し4K放送へ完全移行する。

シミュレーション結果・・2階建て

② 階層分割多重(LDM)技術を用いて2Kと4Kを同一chで伝送する技術 ９



【地上４Ｋ放送等放送サービスの高度化推進事業】 成果と課題

以下に示す今後の課題はあるものの、地上テレビジョン放送用周波数１ｃｈ（6MHz幅）の中で、
現行の地デジ放送を従来通り受信可能としたまま、加えて地上４Ｋ放送も実現するための要素
技術について、技術的な実現可能性を確認することができた。

① セグメントを分割して、２Ｋを水平偏波、４Ｋを水平・垂直両偏波で伝送する技術

② 階層分割多重（ＬＤＭ）技術を用いて２Ｋと４Ｋを同一ｃｈで伝送する技術

①、②ともに検討課題への対応や、実フィールドでの検証等により、引き続き検討が必要な状況

地デジのエリア

４Ｋ放送の
エリア

地デジは届くが、
４Ｋ放送は届かない
エリアへの対応

垂直偏波受信のため

アンテナ追加 又は

「＋」型アンテナに

交換等が必要

＜今後の課題＞
○ ２Ｋの画質劣化の抑制と、４Ｋの画質確保についてのコンセンサスが必要
○ 広く出回っているテレビで、引き続き地デジ受信可能か検証が必要
○ ４Ｋを視聴したい世帯は、対応テレビの購入のほかに受信アンテナや配

線・機器の交換や改修が必要
○ 放送事業者は、送信設備（アンテナ、変調器など）の交換・改修が必要

＜今後の課題＞
○ ４Ｋ放送のエリアは、地デジのエリアより小さくなるため、４Ｋ放送を

視聴できない地域（世帯）への対応が必要
○ マイグレーション方式についてコンセンサスが必要
○ 放送事業者は、送信設備（変調器など）の改修・交換が必要
○ 今回はシミュレーションでの検証にとどまるため、実機による検証が必要
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ＶＨＦ帯 ＵＨＦ帯

９０～１０８ＭＨｚ １７０～２２２ＭＨｚ ４７０～７７０ＭＨｚ

アナログテレビ
（１～３ｃｈ）

アナログテレビ
（４～１２ｃｈ）

アナログテレビ
（１３～６２ｃｈ）

放送
（移動体向け等）

放送
（移動体向け等）

ガード
バンド

デジタルテレビ
（１３～５２ｃｈ）

・携帯電話
・ＩＴＳ

自営通信
（安心・安全）

７１０ ７７０

○ 車載器や携帯端末での受信が中心
○ 地域向けの放送（全国７地域)
○ 無料放送

Ｖ－Lowマルチメディア放送
(99MHｚ～108MHz)

９９ １０８ ４７０９０

１７０～２０２．５

FM補完
中継局
等

（参考） 地上テレビ放送のデジタル化に伴う空き周波数の有効利用

（MHz）

Ｖ－High放送
(207.5MHｚ～222MHz)

２０７．５ ２２２

ＦＭ補完中継局

〇ＡＭラジオ放送の難聴
解消や災害時の放送継続
のため、ＦＭ補完中継局

〇平成２４年４月にサービス開始
全国一律の放送（スマホ向けＴＶ放送）

〇平成２８年６月事業終了
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（参考） 放送大学（地上波）放送エリア及び局諸元（概要）

局種 局名 周波数 出力 カバー世帯数
親局 東京本局（東京タワー） 28ch 5kW 約1530万世帯
中継局 前橋中継局 28ch 100W 約83万世帯

東京TV局放送エリア

前橋TV局放送エリア

放送大学学園HPの資料を基に総務省で作図

二ツ岳

横須賀
木更津

青梅

小山

香取

石岡

前橋

東松山

館林
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